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コンプライアンス推進に係る平成３０年度の取組について 

               （平成３０年５月１日 行政経営課作成）  

 

１ 目的 

  平成２８年度に職員の不適切な事務処理が続けて明らかになったことを契

機とし、全ての職員が法令等を遵守し、及び事務を適正に執行し、並びに誠

実かつ公平な職務の遂行を推進するとともに、組織の秩序を維持するための

庁内組織として、「秦野市コンプライアンス推進委員会」を設置した。その

後策定した基本方針及び個別の再発防止策に基づき、コンプライアンス推進

体制を構築し、継続的な取組みを通じて、職員の意識改革を行い、生じるリ

スクを最小限に抑えることを目的とする。 

 

２ 組織の設置 

  秦野市コンプライアンス推進規則に基づき、次の組織を設置している。 

組織名 所掌事務 

秦野市コンプライアンス

推進委員会（常設） 
基本方針及び再発防止策の策定に関すること。 

リスクマネジメント部会 

（常設） 

(1) 本市のコンプライアンス推進に関する基

本方針の策定に関すること。 

(2) 基本方針の具体的取組の進行管理に関す

ること。 

調査部会（必要の都度） 
個別の事案に関する調査及び再発防止策の素案

策定に関すること。 

 

３ 委員の構成 

 (1) 推進委員会 

   委 員 長：政策部を担任する副市長 

   副委員長：上記以外の副市長 

   委  員：部局等の長（行政委員会の事務局長を含む。） 

   ※行財政経営最適化委員会最適化推進部会と同じメンバーとする。 

   ※上記のほか、参考人として他の職員及び職員以外の者（弁護士等）の

出席を求めることができるものとする。 

 

資料１ 
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 (2) リスクマネジメント部会 

   委員長から指名された委員又は職員が部会長又は副部会長となり、職員

のうちから委員長が委員会の意見を聴いて指名した者が部会員となる。委

員外の職員が部会員に指名された場合においては、臨時委員とみなす。 

【部会の構成】 

   部会長 ： 行政経営課長 

副部会長： 人事課長 

部会員 ： 文書法制課長、情報政策課長、財政課長、資産経営課長、

契約課長、広報課長、市民相談人権課長、くらし安全課

長、経営総務課長、消防総務課長、会計課長 

(3) 調査部会 

   個別事案ごとに委員長から指名された委員が部会長となり、職員のうち

から指名された者が部会員となる。委員外の職員が部会員に指名された場

合においては、臨時委員とみなす。 

 (4) 事務局 

政策部 行政経営課（委員会（基本方針）及びリスクマネジメント部会

（進行管理）を主管） 

市長公室 人事課（調査部会（再発防止策）を主管） 
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【秦野市コンプライアンス推進体制】 

 

 

  

 

   委 員 長：政策部を担任する副市長 

   副委員長：上記以外の副市長 

   委  員：教育長、各部局長等 

 

 

 

 

 

 

 

部 会 長：行政経営課長                委員長が指名する者  

副部会長：人事課長 

部 会 員：文書法制課長、情報政策課長、財政課長、 

資産経営課長、契約課長、広報課長、 

市民相談人権課長、くらし安全課長、 

経営総務課長、消防総務課長、会計課長 

      

 

 

 

 

 

 

 

  

秦野市コンプライアンス推進委員会（常設） 

調査部会（必要の都度） 

報
告 

・コンプライアンス推進のた

めの基本方針の策定、進行

管理及び公表 

・不適切な事務処理等に関す

る事案の再発防止策の策定 

・不適切な事務処理等に関する

事案の調査 

・再発防止策の協議 

市 民 議 会 

公
表 監

視 

※必要に応じて、専門的立場から

助言を得るため臨時委員を置くこ

とができる。 

指
名 

報
告 

市長 

リスクマネジメント部会

（常設） 

・各課等で発生したリスク事案及びヒヤリ・ハット事例

の評価・分析・対応策の協議・検討 

指
示 報

告 
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４ 会議の開催経過（平成２８年度～） 

【平成２８年度】 

会議名 期 日 議事等 

第１回コンプライア

ンス推進委員会 

平成２９年 

１月５日（木） 

 (1) コンプライアンス推進に係

る取組について 

 (2) 調査部会の設置について 

第１回調査部会 １月１９日（木） 

 (1) 調査部会の組織等について 

 (2) 部会長職務代理者の選出に

ついて 

 (3) 事案の調査及び再発防止策

について 

第２回調査部会 １月３０日（月） 
 (1) 各事案の再発防止策につい

て 

第２回コンプライア

ンス推進委員会 
２月７日（火） 

 (1) 調査部会からの報告につい

て 

 (2) 再発防止策について 

第３回調査部会 ２月１４日（火） 
 (1) 事案の調査及び再発防止策

について 

第４回調査部会 ２月２０日（月） 事案の再発防止策について 

第３回コンプライア

ンス推進委員会 
３月１７日（金） 

 (1) 調査部会からの報告につい

て 

 (2) 再発防止策（素案）につい

て 

【平成２９年度】 

会議名 期 日 議事等 

第１回コンプライ

アンス推進委員会 

平成２９年 

４月２５日（火） 

１ 議事 

  第１号公共下水道大根・鶴巻

処理区枝線整備工事の施工監理

等に係る不適切な事務処理につ

いて 

２ 報告事項 

 (1) 再発防止への取組みの対応

状況について 

 (2) 工事関係通知の徹底につい

て 

 (3) 秦野市伊勢原市環境衛生組

合における補助金の返還につ

いて 

第１回調査部会 ５月８日（月） 

 (1) 調査部会の組織等について 

 (2) 部会長職務代理者の選出に

ついて 

 (3) 事案の調査及び再発防止策

について 
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会議名 期 日 議事等 

第２回調査部会 ５月１９日（金） 
調査事案に係る再発防止策につい

て 

第２回コンプライ

アンス推進委員会 
８月１日（火） 

本市のコンプライアンス推進に係

る取組について 

(1) 今後の取組み及びその課題

について 

 (2) 地方自治法上の内部統制制

度の概要について 

 (3) 基本方針の策定について 

第３回コンプライ

アンス推進委員会 
１０月６日（金） 基本方針等の策定について 

第１回リスクマネ

ジメント部会 
１０月２６日（木） 

 (1) 「秦野市コンプライアンス

推進基本方針」の策定等につ

いて 

 (2) リスクマネジメント部会の

進め方について 

第４回コンプライ

アンス推進委員会 
１１月２日（木） 

不適切な事務処理事案等について 

(1) 工事発注に係る落札決定の

取消しについて 

 (2) 介護保険料の賦課決定誤り

について 

 (3) 事務処理のルールによらな

い物件補償契約締結について 

第３回調査部会 １１月９日（木） 

 (1) 調査部会の組織等について 

 (2) 部会長職務代理者の選出に

ついて 

 (3) 事案の調査及び再発防止策

について 

第４回調査部会 １１月２０日（月）  事案に係る再発防止策について 

第５回コンプライ

アンス推進委員会 
１１月２９日（水） 

 (1) 調査部会からの報告につい    

て 

 (2) 再発防止への取り組み（素

案）について 

第２回リスクマネ

ジメント部会 
１２月２８日（木） 

(1) リスクマネジメント部会で

の協議事項及び進め方につい

て 

 (2) 「秦野市コンプライアンス

推進基本方針」等の素案策定

について 

 (3) 平成２８年度各課等で発生

したリスク事案について 
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会議名 期 日 議事等 

第６回コンプライ

アンス推進委員会 

平成３０年 

１月２３日（火） 

１ 議事 

 (1) 調査部会からの報告につい 

て 

 (2) 再発防止への取り組み（素

案）について 

 (3) 秦野市コンプライアンス推

進基本方針（素案）について 

２ 報告事項 

  平成２８年度インシデント・

アクシデント事例一覧について 

第５回調査部会 １月１６日（火） 
調査事案に係る再発防止策につい

て 

第３回リスクマネ

ジメント部会 
１月２２日（月） 

１ 議事 

  「コンプライアンス推進基本

方針に基づくリスクの確認」の

実施等について 

２ 報告 

  秦野市コンプライアンス推進

基本方針（素案）について 

第７回コンプライ

アンス推進委員会 
２月８日（木） 

「コンプライアンス推進基本方針

に基づくリスクの確認」の実施等

について 

 

５ 平成３０年度に予定する取組み 

 (1) コンプライアンス推進基本方針に基づくリスクの確認 

   平成２８年度の事務事業における点検結果及びその対応並びにヒヤリ・

ハット事例については、各課等から提出を受けた報告に基づき、リスクマ

ネジメント部会での評価・分析及びリスク防止策の検討を経て、発生リス

クの検証結果を「インシデント・アクシデント事例集」として取りまとめ

た。各部課等に対してフィードバックするとともに、各リスクマネジメン

ト主管課において必要な対応を行うものとした。 

   平成２９年度末に、秦野市コンプライアンス推進基本方針の目的に基づ

き、潜在的リスクを最小化するため、各部課等に対し、自らのリスクを確

認した結果について報告を求めた。各部課等から提出を受けた報告につい

ては、今年度、リスクマネジメント部会において評価・分析及びリスク防

止策の検討を行い、コンプライアンス推進委員会の協議を経て、取りまと

め結果を各部課等にフィードバックし、情報共有と点検・対応を求めるこ

ととする。 
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【今後のスケジュール】 

時 期 会議等 内 容 

５月１日（火） 第１回コンプライ

アンス推進委員会 

平成３０年度の取組みについて 

５月１６日（水） 第１回リスクマネ

ジメント部会 

各部課等から提出を受けた報告につ

いて、評価・分析及びリスク防止策

の検討 

６月 第２回リスクマネ

ジメント部会 

平成２９年度インシデント・アクシ

デント事例一覧の検証結果につい

て、内容の確認 

７月以降 第２回コンプライ

アンス推進委員会 

平成２９年度インシデント・アクシ

デント事例一覧の検証結果につい

て、内容確認及び承認 

⇒各部課等へフィードバックする。 

 

 

(2) アクシデント発生時の報告体制の構築 

   市が実施する事務事業（委託業務、発注工事、指定管理業務等を含む）

に係るアクシデントのうち、市民の生命、身体、財産に被害に及ぶなど直

接市民生活に影響を与えるおそれのあるものについて、秦野市コンプライ

アンス推進基本方針に基づき、すみやかに報告を受け適切な初動対応を実

施する必要がある。リスクを最小限に抑えることを目的として、アクシデ

ント発生時の報告体制について協議する。 

   なお、すでに施行されている規程等（秦野市職員倫理規程、秦野市公益

通報の処理手続等に関する規程、秦野市情報セキュリティポリシー等）と

の整合性を図りながら、体制を整備する。 

  



- 8 - 

 (3) 業務プロセスに係る内部管理体制の構築 

   職場のリスクマネジメントを推進するには、前提として業務プロセスの

明確化が必要となる。各課等で発生したリスク事案及びヒヤリ・ハット事

例については、その洗い出しを行うとともに、そのリスクコントロールを

明確にし、適正な職務権限の行使と職務分離が可能となるよう、業務プロ

セスの改善が求められる。 

   より効果的な体制づくりに向けて、リスクマネジメント部会を中心とし

た業務プロセスに係る内部管理体制についての協議を行う。 

【今後のスケジュール】 

時 期 会議等 内 容 

７月以降 第３回リスクマネ

ジメント部会 

具体的な制度設計について検討を進

める。 

（運用時期、照会項目等） 
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６ 今後の課題について 

  地方自治法の改正で、内部統制に関する規定が定められた（施行は平成 

３２年４月１日）ことから、その制度との整合を図る必要性について、次の

とおり検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※法制度に沿ったイメージ 

 

□地方自治法上の内部統制制度の概要（平成３２年４月１日施行） 

 

１ 都道府県知事及び政令指定都市の市長は、内部統制に関する方針を定め、

これに基づき必要な体制を整備する。 

  ※その他の市町村長は努力義務 

２ 内部統制方針とは、次に掲げるものの管理及び執行が法令に適合し、かつ、

適正に行われることを確保するための方針 

 (1) 財務に関する事務その他総務省令で定める事務 

 (2) その他、その管理及び執行が法令に適合し、かつ、適正に行われること

を特に確保する必要がある事務として知事又は市町村長が認めるもの 

３ 知事又は市町村長は、内部統制に関する方針を定め、又は変更したときは、

公表しなければならない。 

４ 知事又は市町村長は、毎年度１回以上、内部統制に関する方針及びこれに

基づき整備した体制について評価した報告書を作成しなければならない。 

５ 知事又は市町村長は、内部統制に関する方針及びこれに基づき整備した体

制について評価した報告書を監査委員の審査に付し、その意見を付けて議会

に提出し、かつ、公表しなければならない。 

 

①秦野市コンプライアンス推進委員会での進行管理に「評価」（内部評

価）を加え、報告書としてまとめる。 

②内部評価に加え、「外部評価」の必要性について検討が必要 

 ※監査に付し、議会に提出するため、不要とも考えられるが、外部の視

点を入れることは重要 

③報告書を監査委員の審査に付すこと。 

④報告書について、監査委員の意見を付けて議会に提出すること。（→報

告として、議会に提出） 

⑤報告書は公表すること。（→公示するとともに、広報・ＨＰなどでも公

表） 
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 【参考：改正地方自治法】 

第１５０条 都道府県知事及び第２５２条の１９第１項に規定する指定都市

（以下この条において「指定都市」という。）の市長は、その担任する事務

のうち次に掲げるものの管理及び執行が法令に適合し、かつ、適正に行われ

ることを確保するための方針を定め、及びこれに基づき必要な体制を整備し

なければならない。 

 (1) 財務に関する事務その他総務省令で定める事務 

 (2) 前号に掲げるもののほか、その管理及び執行が法令に適合し、かつ、適

正に行われることを確保する必要がある事務として当該都道府県知事又は

指定都市の市長が認めるもの 

２ 市町村長（指定都市の市長を除く。第２号及び第４項において同じ。）は、

その担任する事務のうち次に掲げるものの管理及び執行が法令に適合し、か

つ、適正に行われることを確保するための方針を定め、及びこれに基づき必

要な体制を整備するよう努めなければならない。 

 (1) 前項第１号に掲げる事務 

 (2) 前号に掲げるもののほか、その管理及び執行が法令に適合し、かつ、適

正に行われることを特に確保する必要がある事務として当該市町村長が認

めるもの 

３ 都道府県知事又は市町村長は、第１項若しくは前項の方針を定め、又はこ

れを変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

４ 都道府県知事、指定都市の市長及び第２項の方針を定めた市町村長（以下

この条において「都道府県知事等」という。）は、毎会計年度少なくとも１

回以上、総務省令で定めるところにより、第１項又は第２項の方針及びこれ

に基づき整備した体制について評価した報告書を作成しなければならない。 

５ 都道府県知事等は、前項の報告書を監査委員の審査に付さなければならな

い。 

６ 都道府県知事等は、前項の規定により監査委員の審査に付した報告書を監

査委員の意見を付けて議会に提出しなければならない。 

７ 前項の規定による意見の決定は、監査委員の合議によるものとする。 

８ 都道府県知事等は、第６項の規定により議会に提出した報告書を公表しな

ければならない。 

９ 前項各項に定めるもののほか、第１項又は第２項の方針及びこれに基づき

整備する体制に関し必要な事項は、総務省令で定める。 

※政令指定都市 

↓ 


